
昭和 50年度 (問題)
〔間〕

次の A，BおよびCのいずれか一つを選んで解答せよ o

A-1. 予定利率変更の生命保険会社の経営K及ぼす影響について記せ。

2. 解約返戻金の決定Kついて，その一般的方法を述べるととも~，現行の解約返戻金は今

後如何なる方向で改正すべきか意見を述べよ。

3. 2問中 1間選択

3 - 1.配当準備金K関する法人税法上の取扱Kついて所見を述べよ。

3ー2. 産業組合から始まる農協の共済の発展過程KつL、て概述せよo

B-1. 適格退職年金の関係法令と承認基準Kついて，企業年金制度育成の見地から所見を述べ

よD

2. 厚生年金基金の財政決算と再計算のあり方Kついて所見を述べよ。

3. 勤労者財産形成給付金制度(通称「第二財形J) ~ついて，その概要を記し，企業年金

制度その他企業内福祉制度の中Kおいて，各制度の相互関連Kおける位置づけを行なえ。

0-1. I損害保険はインフレ K強い」とし、う見方があるが，その当否Kついて所見を述べ，あ

わせてアクチュアリアノレな観点からインプレーションK対処するうえでの重要事項を記せ。

2. 損害保険料のうち付加保険料は，原則的には純保険料K対し一定の割合で賦課されてい

るが，このことに関する問題点Kついて，合理性，公平性，実用性その他の見地から意見

を述べよ。

3. 損害保険Kおいて，本来，消費者保護はし、かにあるべきかKついて所見を述べよ。
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昭和 50年度 (解答)

A-1 

一口K予定利率といっても，保険料算出上のものと責任準備金評価上のものとがあるが，我

が国の現状から見て双方向ーを前提して取b扱ってよい。また，予定刺率の変更はその引上げ

と引下げとの双方の問題があるが何れの方向でも一方だけKついて述べれば足bると考えて出

題したが，凡ての答案がup-to-dateまトピ y クと在っているので引上げKついて論じていた。

本題は，予定矛u率の変更の影響が及ぶ生命保設会社経営上の諸項目を定められた時間内で出

来るだけ多〈列挙し，それKついてアクテュアリアルま角度から簡明左コメントを行まえばよ

いのであるが，その項目の選定K当つては，剰余金分析K現われる諸項目を想起するのがアク

テュアリーとしては自然である。従って次の諸項目をそのまま，あるいはよ b細分化して掲記ナ

るのが至当であるo

1. 収支

2. 契約量K関する事項

3~ 資産台よび運用K関する事項

4. 死亡率K関連する事項

5. 事業費K関連する事項

6. 配当医関連する事項

1 その他(例えは，税金，消費者運動等K関連する事項)

ただし，本題では，上記項目中 4.死亡率に関連する事項については，生命年金事業が主たる

事業とはまっていない我国の現状から見て，とれを掲記するのは却って不適切であろうo
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A-2 
(解答例)

(1)解約返戻金の決定K関しては，種々議論のあるととろであるが，大方の決定方法は責任準

備金を基準として採られるo 解約は会社K種々の不利をもたらすので，責任準備金からある

控除を行左ヮてとれを決定するo 控除すべき理由として次のととが挙げられる。

1) 新契約費の一部分は将来の保険料で償却する計画と在っているo

2) 解約Kよb逆選択が行左われるo

3) 解約は経費率を増加せしめる。

4) 解約は被保険者数を滅少せしめる結果，数学的危険を増加せしめる。

5) 解約は責任準備金の投資を不剰在らしめる。

よって，上記の控除理由を考慮するとき，責任準備金(N.etPrem ium Basis)エb控除

すべき値の一般式は，

C 1 {α)十C2 ( S )十C3( tV)で示されるo

(2) 現行の解約返戻金は，一般K次式によって定められている。(昭和 51年 2月末現在)
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とと K α'はテ Jレメル歩合

， 10-t 
Ctは対養老 S10%。一一一一

10 

控除の第 1項は初年度経費の未償却分相当額であ丸第 2項は保険金関連の控除額である。

とれら控除額は，契約の初期K沿いてはか左 bの高い額K達するので，払込額K対して，経

過年数の浅い時点では著しく少額と左フて契約者からの理解が容易K得られ左い。とれらを

できるだけ軽減するととが望ましいのは勿論であるが， V{Net)_!主主α1 は将来の動向も
10 

見通したうえ， Asset Share VCよって検証し.CtVLついては(1)の 2)ω5)VC述べた原則K

現実を考慮、して，そのヌア法左らびK値を定めるとと Kよ丸解約返戻金の改正をよ b合理的

在方向で行左うべきと考えるo (具体的内容Kついては，それぞれの考えのもとK理由を付

して記す。)
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~- 3-1 

現在，生命保険会社では契約者K対して配当金を支払う利益配当付保険を販売しているo そ

の結果，決算時の剰余金は大部分 (90%以上)が配当の財源として配当準備金K繰 b入れられ

るととK左る。配当準備金は，配当金として保険料の割戻し{精算)の財源Kあてるための引

当額であるから，その繰入額は本来損金性があるが，法人税法上は一定の繰入限度を設け，そ

の眼度以内の金額を毎事業年度の損金{課税所得とし左h)として扱われるとと K在っているo

即ち，

0前期配当準備金繰入額が繰入限度を超える場合 ①十②

O前期配当準備金繰入額が繰入限度を下まわる場合 ①十③

ととに，

①=(普通保険翌期配当所要額十普通保険翌々細己当所要額)xを
十(団体保険翌期配当所要額)

②=(普通保険翌期配当所要額一前期計算普通保険翌々期配当所要額)xす

十(団体保険当期配当実績額一前期計算団体保険翌期配当所要額)

@=(普通保険翌蜘己当所要額)xト{前事業年度の普通保険にかかる契約者配当準

備金繰入額ー前期計算普通=保険翌期配当所要額×よ)+(団体保険当期配当実績
2 

額一前期計算団体保険翌期配当所要額)

上記算式中①は配当準備金繰入限度額の本質的左部分で②'. @は増配，継続率i 支払実績の

差異Kよる前期計算所要額の修正部分である。

との配当準備金繰入限度額計算は普通保険医ついては 3年目配当を前提Kしているが 2年

目配当保険，特別配当 (μ配当)の出現Kよb厳密Kは上記算式は適用し難い面が出てきてい

る。また，配当準備金Kは配当備金，積立配当利子を含み，いずれも法人税法上は損金と左っ

ているo 一方.20年代契約の特別配当K対ナるベスティングは性質的Kは配当準備金の色彩が

濃いが，責任準備金として処理されているo

とのよう VL. 配当準備金は限度額の計算が複雑であるとと，また，純保達成までの生命保険

会社はまず，責準の充実，その無税の引当金等内部留保の充実をはかる必要があ丸配当準備

金の税法限度を超える積立は殆んど左かったとと，さら VL. 一部の会社を除いて課税所得も低

〈法人税問題は切実在議論とまら左かった。ととろが，石油ショ y ク以降経済活動の停滞Kよ
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る税収入の落ち込みをカバーすべ〈増税の目が生命保険会社K向けられ， うちでもボリューム

の大きい配当準備金が注目されてきた。

その結果，次の 2点が主として，税務当局から改正すべ〈主張されているo

第一点は繰入限度額の計算方式を前述した翌期と翌々期の和半から翌島臆準K改正するとと

であ丸また，毎期の洗替えるとと Kよb税法上たま b分を生じさせないよう K工夫されてい

る。即ち，

① 繰入額の損金算入限度{当期損金算入)

剰余金から繰入額のうち次の金額とする。

普通保険翌期所要額十団体保険翌期所要額

② 期末洗替Kよる益金算入{翌期益金算入)

①の金額，但し据置，未払の額を控除する。

というととである。との②の期末洗替Kよる益金算入額は配当の支払K伴走う配当準備金の取

崩額と直接関係左〈税法上は益金K算入されるo したがって当期の支払配当(=取崩署員)が②

の金額よ b低い場合は，その低い額は税法上所得K加算されるから税法上は「たま!JJが生じ

ないとと K左る。(説明の便宜上据置，未払配当の繰入利息を考慮、外としたJ 在会，上記繰

入限度額の算式では 3年目配当の普通保険Kあたっては翌々具肪2考慮されず不利左改正{翌

々期ト翌期をの差額)と左っているo

第二点は経過措置として既K配当準備金中K繰 b入れられたお配当金として払われるとと

左〈残ヲている部分K対する「たま!JJVLついて 10年間(初年度3.9!fo， 1 年どと~ 1 0年

間逓増して最終年度 19.8%)で課税しようとするととである。

とれらの動き K対して第一点の限度計算の変更Kついては，大半が 3年目配当が主流を占

めている現在，事業年度末K評価される剰余金を社員配当準備金K繰入れる際Kは3年目配当

での対応期間の原則K基づき現行「翌期，翌々期の和半方式Jが好ましく，保険計理上も理論

的Kとれが正しいと考えるo

第2点の「たま b課税JVLついては，配当準備金の平衡準備金{安定配当の財務、)的性格を

説明するととも~， rたま!JJの定義を明確Kせねば左ら左い。し:かし，繰入限度計算時K継

続率の設定次第で過剰K損金処理が可能で r一度配当準備金K繰b入れると団体保険の様左

修正の道」が左くどんどん集積していく方法K甘んじていた点は反省せねば左ら左い。
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以上のようま法人税接上の動き K対して，我々はとの際，配当準備金関係Kついては全体を

見直しs 繰入限度額の計算(2年目配当，特別配当を含む)，割当済未支払額の管理，積立配

当K対する付与刺子Kついて理論的バランスをとって整備せねば左ら左い。

-3-2 

次の事柄K触れて記述すればよい。

。)産組法公布{明治 33年)当時は，産業組合は，保険又は共済は認められず，信用事業を

中心K主K農村K普及発達o

(2) ドイツ協同組合の保険興隆期の状況に刺激され，大正 13年K全国産組大会で全国各地か

ら出された「産組Kよる生命保険及び火災保険要望書Jが可決された。

(3) 昭和 14年，産組中央会Kよる 3保険会社{大正生命， 日本教育生命，新日本火災保険株

式会社)の買収が反産運動Kあb挫九

(4) 昭和 17年，産組関係者個人名義で 2保険会社{大東，大福火災保険会社)の株式取得，

両者合併して共栄火災保険会社と改名o

(司 昭和 22年，農業協同組合法の成立Kよb共済事業が漸〈認められる。
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(解答のポイント)

8-1 

との問題(-I>"'-よび他の経営陪題Kも同様VC)vc対処するKは，

まず，関係法令左らびK承認基準の現状まらびK変遷Kついて正確左知識をもって金9，

次vc，所管官庁vc-I>"'-けるとれらの運用の実情Kついての認識があ 9，また，企業むよび従業

員退職制j度の実態左らびKその求めているものKついての認識があり，

したがって，問題意識を保有しているととが必要であるo

問題解決策を論述するK当つては，勿論通説的左対応、の仕方もあるが，論者の主張が論理的

K展開される左らは，必ずしも通説Kよるととは左い。

わが国の適格退職年金税制jの骨組は

①適格退職年金契約K基づき事業主の拠出する掛金は全額損金または必要経費算入が認めら

れるo (法人税法施行令第 136条，所得税法施行令第 70条第 2項)

② 適格退職年金契約K基づき事業主の拠出した掛金は従業員の給与所得の収入金額のうちK

含まれ左い。(所得税法施行令第 70条第 1項第 2号)

③適格退職年金契約K基づき拠出された掛金(従業員負担分を含むdから生じる運用収益K

ついても従業員の給与所得金額のうちK含まれ左い。(所待税法第 13条第 1項ただし書き)

④適格退職年金契約K基づき拠出した掛金(従業員負担分を除く。)会よびその収益(従業員

負担分の収益を含む。)VCついては通常の課税は行左われず，特別の法人税が課税される。(法

人税法第8条，同法第 12条第 2項，同法第 87条)

⑤ 適格退職年金契約K基づき支給される年金または一時金はそれぞれ給与所得または退職所

得として課税される。(所得税法第 29条第 2号，同法第 31条第 2号)

⑥ 適格退職年金契約K基づき拠出する掛金のうち従業員負担分は，従業員の所得金額を計算

するさい VC.生命保険料控除を受けるととができる。(所得税法第 76条)

のとなbであるが，とれらは言うまでも左〈税法K規定されている。出題は，解答でとれを列

挙するととを求めてはい左い久勿論とれKついては完全左理解が必要であり，自分で法令を

ひもといて身Kつけて争〈必要があるO

まず， ととで年金法令が税法K根拠を孝子くとと K疑問を投けかけた意見がみられた。その論

拠としてたとえば，
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⑦ そもそも税法は企業年金制度育成の基たbえ左い。とれは労働法あるいは社会保障法の

分野であるとするものo

@ 中小企業向けの適格退職年金制度，大企業向けの厚生年金基金制度公よびその他企業内

留保年金制度間でバランス K欠ける。

左どが挙げられていたが，⑦K長ける場合.税法は制度育成K不適当左ものと短絡するよう K

論じては，現実K税制の果している，あるいは果しうる機能を過少評価するものであろうo 現

在の適格年金税制が税制の整備K端緒を発していることから不十分さが残っていることを認識して，

改善を求めるととはできるよう K考えられるo しかし更K数歩を進めるためVL.企業年金法の

どときものがたとえば米国VL:jo-.けるよう Kいずれ将来必要と在るととを論ずる立場は出てとょ

うo O>のバランス論K対しては中小企業と大企業の格差問題としては十分首肯しうるととろが

あるものの，すべての制度がみ左同質でまければ左らぬとする論法K左れは問題も残る。‘場合

によっては一部認可又は一部損金算入のシステムを主張するととは検討VL1i直しまいだろうか。

わが国の税制が aI1or nothingのスタイル左のは著しく弾力性K欠けるもと K左っていようo

左:jo-'.特別法人税というわが国独得の税制のため，適格性を与えられるのは退職年金制度と

いうよ bも退職年金契約であ丸申請者が企業では左〈信託銀行又は生命保険会社である点が

年金制度を今 1つ企業側からみて馴染みK くいものK している所以で左かろうか。との点Kふ

れた解答は見当ら左かったが。

前記の税制の骨組K対しては，①~①Kついて特K論じたものはまかった。①の全額損金又

は必要経費算入が年金制度の認可基準との関係VL:jo"いて必ずもっとも好ましいかどうか疑問の

余地があるKはあるのだが。たとえば企業内制度をすべて適格の枠内VL:jo-.し込むKは無理があ

るとする左らは 1つの年金制度の中K適格部分と非適格部分とを併存させ，適格部介は全額

損金VL.非適格部分は引当金まみKたとえば半額損金というととはいかがか。との場合s 支払

時K調整が必要K在ろうけれどもo またPSL掛金を限度以上拠出するととを認め，しかし超

過分は課税し，翌年Kキャリーオーバーする道をあける左ども有効左方法では左かろうか。

④~⑥Kついては，それぞれ多くの答案VL:jo..いて述べていた。即ち，④については特別法人

税の軽減または撤廃，⑤Kついてはたとえば年金所得の創設左どK よる年金課税の軽減，⑥に

ついても従業員拠出分のたとえば社会保険料並扱K よる所得控除左ど比較的常識的在所見を述

べたものが多かった。

特別法人税の軽減撤廃の論拠としては，特別法人税が遅延利子税的性格をもっていることから，

適格年金税制の m整備から優遇への前進"が必要とまるととがはヲき b認識される必要があるo
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その上で厚生年金基金制度とのバランス論がひき合いK出されてぐるべきであるo 在九 1 9'0 

の刺子率が積立方式をとる年金財政K沿いて重要左意味をもっととを指摘したものがあった久

アクテュアリーとして妥当左指摘であろうo

年金の課帯縫滅は受けのよい要求であるが，論理構成をしっかりし左いとただまけてくれ式

のものK惰するbそれがあるo 給与所得では何故不都合左のか，年金所得とすれば課税軽減が

どのよう K実現できるのか，社会保障給付K準じた年金控除は何故必要か，老齢者の所得実態

はどう左のか，現行では退職年金よ b退職一時金の方が有利だという考え方があるれ とすれ

ばどうすれは良いのか，等々論点を整理して迫力ある論理展開が必要と在る。

従業員掛金の所得控除問題Kは従業員掛金の性格づけと， とれが単在る高所得者優遇策K左

ら左いよう左論理づけが必要と在る。

いずれKせよ，事前外部積立の年金制度は発展の可否が税の優遇措置K依存する宿命をもっ

てお>!J .それを当事者以外の人々 Kも納得せしめる論理展開がほしいととろであるo

適格退職年金契約の要件(法人税法断7令第 159条 )vrついては，年金制度面の基準を左す

ものだけK多くの論点があるo とれらは，第 1号要件(給付の種類).第 2号要件(契約の当

事者と目的)，第 3号要件(加入者の章囲)， m 4号要件(適正左年金数理)，第 5号要件

(通常掛金}，第 6号要件 (PSLの償却).第 7号要件(超過留保額の処分)，第 8号要件

(要留保額の返還禁止}，第 9号要件(解約金の帰属).第10号要件(不当差別禁止)第11号

要件{有刺貸付禁止と運用制限)，第12号要件(契約の継続可能性)のと$-'!Jであるが， との

意義内容 Kついでは十二分左認識が不可欠であるo 適格年金の承認基準はとの適格要件を基礎

として国税庁当局が定めた承認事務運営要領s 同細目，申請手続，自主審査要領左らびK質疑

応答事例集よ b戚b立っている。

ととで認可要件K対する問題点は要件そのもの K対するものと，それK基づく承認事務の実

情K対するものとがあるo 前者K属する例としては，たとえば，

第 4号要件が基礎率をあま!Jvrも狭義K限定する形と左つてな!J.たとえば予定利率を低く

定めてスライド年金K対応する 1つの方法の道をふさいでいるとか，予定死亡率，予定昇給率，

予定脱退率がその算定の時の現状Kしばられて，定型基礎率採用が困難Kまっているととo

第 5号要件が財政方式Kついて述べているのならば，解釈の仕方Kよってどうともとれ，不

十分左とと o

第 6号要件は. P S Lの償却方法と期間K弾力的左運用を求めるとすれば， きびしすぎると

とo
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第 7号要件は，特Kスライド年金の実施左ど給付充実の観点Kたてば，不要とも考えられる

ととo

第 8 号要件中~、Kついては現状取扱の可否は別として，引受割合の観念は必要か。

左ど論じるととができょう。

後者のクースは殆ど第10号要件Kからんで発生しているようであるo ととではいつも明特定

の"とか眠不当V["とかいうととが，解釈の余地が大きいだけK企業実態Kよb異在る労働条

件K適合しまい指導が生じやすく，承認基準が弾力的か硬直的か，クースパイクースでキメ紺b

いか画一的か，企業寄bか従業員寄bか，税制的か社会政策的か，規範的か労働協約委任的れ

など種々論ずべき観点があろう。

承認、基準以下Kついては，論ずれば殆どすべてについて論点は存在しよう。ととでは，とれ

らKついて個別K論じるととはしまいが，答案Kは各自重要と思われるもの 2， 3を採bあげ

て論ずる用意が必要であろう。

とれらの他陀言及されるべきものとしては，たとえは

適格年金K人数制限があるのは妥当であろうか。

厚生年金との統合(コーディネーション)をどう考えるべきか。

アクテ aアリーの資格，権限賦与Kついてはどうか。

まど;Ò~あろう o

B~2 

厚生年金基金の財政決算と再計算Kついては，その原則が厚生年金基金令まらびK厚生年金

基金規則K規定され，更Kその細則は各種通知念らびK行政指導K委ねられている。

現行取扱は，決算Kついては基金令第 7節財務及び会計，基金規則第 7節財務及び会計台よ

び決算通達v[:;i，">いて大要次のよう K定められているo

①決算は毎事業年度末VL，つま b毎年j 貸借対照表，損益計算書辛子よび業務報告書を作成し

て行左うととo

②年金経理の超過運用収益の一部を業務経理へ繰b入れるととができるととo

③年金経理の決算剰余(不足)金は処分せずK積立てまたは繰越すととo

④ 責任準備金は将来法Kよる ζとo

⑤ 責任準備金の計算基礎率は掛金率計算の予定基礎率Kよるととo
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⑥ 新規加入者Kついては，年齢は掛金率計算の基礎Kよるものとし，人数，給与は実績値K

置換して算出した数値とするととo

①毎年，予算を作成して認可を受けるとと o

また，再計算Kついてはa 基金令第 33条(掛金の額の算定方法)，基金規則第 32条(掛金

の計算K関する基準)，再計算通達なよび行政指導VCj:，"いて，大要次のよう K定められている。

①『再計算は 5年(:最初は 3年)どと K行左うととo

②『予定刻率は 5.5~ら，予定死亡率は厚生大臣の定める率K よるとと。

@I予定脱退率，予定昇給率bよび加入年齢は実績K基礎をなくとと o

@I過去勤務債務の償却は，事情K応じて取扱方法は必ずしも画一的ではまい九期間の延長，

控|金率の引下げは回避的であるととo

⑤『安全率Kは相当の考慮、が要請されるととo

@'最低責任準備金は年金現価方式Kよるととo

とれらの取扱方法Kついて，問題点を摘記すれば次のよう左点が挙げられようo

① 11予算と決算の方式が，特K責任準備金K関して異左つてなり，とれが予算剰余金と決算剰

余金と K単K額の大小Kとどまら左い質的相違をもたらし，加入員をはじめとする関係者の

理解が得K ぐいとと。

② 11決算と再計算とで，決算は剰余計上，再計算は掛金・引上左どの相反現象がしばしば見られ

て，決算の年金財政の健全性検証機能が十分果たされて金らず，場合Kよっては不信感Kつ

まがる bそれ左しとしまいととo

@"掛金率の引上げ傾向がつづき，基金設立母体企業が年金財政K疑義をいだく場合があると

とo

④11最低責任準備金丸免.除保険料と直接関連が左<.相当の上乗せ掛金をしても左台不足が

生じるクースが生じるのは問題が7をいかどうか。逆の場合も同様であるが。

⑤11超過運用収益の事務費繰b入れは，剰余(不足)金処分の考え方との関連K金いて，また

は関連左しVC.妥当左ものか否か。

⑥11決算，再計算いずれも細部までその取扱方法が定められて台丸アクテュアリーのクース

バイクースでの合理的判断の余地治勢ど左いのはよいかどうか。

とれらの問題点，争よび特KととK挙げてい左い諸点も含めて VCついての所見は必ずしも

一通bでは左いはずである。したがって，答案Kもとうで左ければ左らぬというものは左いが，

いずれの場合でも論点がよく整理されていて，それを読む者陀立場の相違の有無を超えて成程
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と思わせるものがほしい。ととでは，そのさいのポイント等を挙げるKとどめる。また，当然、

左がらとれらがすべてでは左い。

予算と決算の相関の希薄さKついては，

(j) 長期計算Kよる年金財政K単年度計算は左じみK くいものであ 9.予算は本来不要では左

いか。

(jD 年金財政の収支は規約K従って執行されるので，いわゆる予算の執行という面は左いので

不必要では左いか。

fjju 予算の編成手続の煩頭K比較して，その効用意義は薄いので，廃止もしくは簡素化をはか

るべきではまいか。

ω 予算と決算とで方法論が異なるまらは，いずれか合理的左方法K合わせても公法人として

当然、K両方とも実施すべきではまいか。

財) 予算編成Kは多少の事務負担はかかるとしても，基金財政K対ナる加入員の理解を得る機

会として積極的医利用すべきではまいか。

左どがあろうo

決算と再計算の相反現象Kついては，

(j) 長期計算Kよる年金財政Kとヲて，数理的Kは単年度決算は不必要ではまいか。少くとも

健全性検証の役割をK左うととができ左いのであれば。

(jD 責任準備金の概念が，会計的決算K左じむものかどうか再検討の要は左いか。将来法K対

しで過去法の概念があ 9.との聞の斉合が得られるもので左ければ資産対応をさせるためK

は不十分まのではないか。

。iD 責任準備金の計算方法K不備があるのでは左いか。掛金率計算基礎率の実績主義の当否は

問わ左いとすれば，責任準備金Kついても同様の手法が必要左のでは左いか。

ω責任準備金を介して剰余(不足)金を計上する決算が不適当であ丸財政の検証機能Kは

期待できまいので，収支の確定b よび事業報告左ど会計的左締めくく 9VLとどめるべきでは

左いか。左台，給付準備金の新設はとの目的K十分沿ったものといえようか。

(v) 責任準備金Kついて不備があればそれは改めるとしても，財政状態の検証は必要であ丸

最善をつ〈して関係者の理解を求めるべきでは左いか。

wu決算は廃止または大幅K簡素化して，そのかわb再計算を毎3年程度どとK実施する方が

よb効果的実際的では左いか。

むIg 再計算のつど，掛金率計算の基礎率を実績主義K基づいて入れ替えるととがかえって不必
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要左完全主義あるいは画一主義では左いか。

制j~ 決算Kせん再計算Kせよ一律VC3 月末K行まう必要があろうか。本来の機能からすれば

設立応当日とする左ど年間分散を図れは受託機関からよ bキメの細かい分析が期待できる

のでは左いか。

左どがあろう。

掛金率の上昇傾向Kついては，

(j) 年齢分布の高齢化と給与水準の上昇K基づく構造的左ものであヲて止むを得左いものであ

久本体の保険料同様のベースつま b免除保険料K反映されるかぎり基金運営上支障は来た

さ左いのでは 2まいか。

(jj) 掛金率の上昇は止むを得左いものであるが，問題は年金財政のそのよう左性質をあらかじ

め加入員長よび企業K知らしめてい左いととろKあるのでは左いか。

(iiD 誰|金率の計算Kさいして基礎率，財政方式を十分K吟味検討すれば現在いわれている程度

の上昇は避けられるのでは左いか。

ω 上記QiDを妨げているものは 1つKは行政府の過度の画一主義 1つKは受託機関のいわ

ゆるセーノレス競争，いずれの場合Kも真の意味のアクテュアリーの不在が原因では左いか。

まどであろう。

最低責任準備金Kついては，現行方式K決定されるまでK種々の方式K対して様々の議論が

左された久免除保険料が変化してい〈過程，即ち， 2 4%。から 26係o. 2 8 %0. 3 0話。への

過程が，とれは主として死亡率と年齢構造を反映しでいるものであるとされようが，一方Kあ

b左がら，とれとは別K予定死亡率Kのみリンクする年金現価Kよるものが採用されたととろ

K数理的不備を感じせしめられる点在しとし左い。もっともとの点を指摘した答案は全くまか

ったが。

いわゆる刺益差の返還Kついては，

(j)本来，予定基礎率はバラバラのものではまし予定刺率以外他の基礎率Kは安全度は殆ど

見込まれていない点また予定昇給率と予定刺率は対として考えるとした場合予定昇給率K

ベアを見込んでい左いととまどから，利差益だけを別個のものと取扱うのは不合理では左い

語、

(jD 全体として剰余金が計上されている場合でも，とれは責任準備金の計算過程から明らかま

ょう K見せかけたKすぎ左いから， これを条件Kして刺差益を流用するととは妥当性を火か

ないか。
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qiD 利差益は年度Kよって計上のプレが生ずるから，経常費K充てるのはまずいのでは左いか。

(iゆ利差益を使用する場合，その全額ではま〈更Kその一部K限定すれば，基金もそれKたよ

るととまく財政上も問題はまいのでは左いか。

匂)基金の運営上事務費は不可欠のものであん掛金K よるか利差益K よるかは加入員，企業

の最終負担Kは差違は生じまいはずだから，利差益の事務費充当は制限的K考える必要はま

いのではないか。

左どであろう。

上述のよう VC.基金の決算，再計算のあ b方Kは種々問題もある請うアクテ且アリーがその

本来の機能を果たしえていまいととろK起因するものが多いよう K思われるo との場合

(j)取扱方法を細部にまで標準化して，誰がやっても inputが同じ左らは結果(output)も同

じK在るのが合理的か。

(jj)取扱方法を自由化して，クースパイクースの判断をアクテ品アリーの職業上の能力Kまつ

か。

いずれを是とするかで意見の分かれるととろであろうo

8-3 

概要

法令Kよる一定の要件を満たした「勤労者財産形成給付金契約JVC基づいて，事業主が定期

的K拠出を行左い，原即として 7年経過後，その元利合計額を財形給付金として勤労者K給付

ナる制度である。事業主の拠出金，勤労者が受取る給付金Kついて課税上特別の援助措置か講

じられているo

左金，適用は民間勤労者K限定されている。

(1)労使の書面Kよる合意

実施のさいは，労働組合{もしくは従業員代表 jとの書面Kよる合意が必要とされているo

(2) 財形給付金契約の対象とまる契約

①勤労者を受益者とする信託契約

② 勤労者を被保険者・保険金受取人とする生命保険契約
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③勤労者を被共済者，共済受取人とする生命共済契約

④ 勤労者を受益証券取得者とする証券投資信託設定委任契約

(3) 労働大臣の承認

財形給付金契約Kついては，労働大臣(船員の場合は運輸大臣)の承認を得るととが必要

である。

(4) 財形給付金契約の要件

①拠出

勤労者 1人当 b年間 10万円以内の拠出金額を毎年一定時期K事業主が全額拠出すると

とo ーたん拠出された拠出金は事業主Kは返還され左い。

② 加入資格

拠出日以前の 1年間を通じ財形貯蓄の残高を有していた者

③給付

満期給付金は，最初K事業主の拠出があった日から 7年経過どと VL. 各勤労者K対して

その 6カ月前までK拠出された拠出金の元利合計額を一時金として給付されるo

中途脱退給付金は 7年経過前でも支払われるととがあるo ζの場合，その事由が，死

亡，疾病，災害，住宅取得，退職等法令 K定められている場合Kは満期給付金K準じて税

法上の特典を受けるととができるo

(5) 税法上び侍典

① 拠出時

拠出金は全額損金又は必要経費扱い，勤労者も給与所得としては課税され左い。

②運用時

積立金K対する刺子所得制見はされ左いが，特別法人税が課税されるo

③給付 金

満期給付金は一時所得扱い，中途脱退給付金は給与所得扱いと在るo

(6) 中小企業勤労者財産形成助成金

中小企業K金いて財形給付金制度を採用した場合rtL.雇用促進事業団が，事業主拠出金の
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一定割合相当額を事業主K対し助成金として支給するものである。

① 助成金算定の基礎とまる事業主拠出金額

毎年，前年 1月 1日からその年の 3月31日までK拠出された事業主拠出金で勤労者 1

人当 b年間 1万円以上 5万円までの金額

② 支給期間は 7年間

③ 支給額(中小企業の定義省略)

小規模企業は 109"0. 中規模企業は 59"0 

2 位置づけ

勤労者が企業K対して提供した労働の対価として受ける給付の中でもっとも基本的左ものは

申すまでも左〈月例賃金であ!?とれをいまやその大部分が殆ど定例化されて 6月どとK支給

される期末賞与が補完している。もっとも単純左パターンはとれらの所得を個人の才覚Kよっ

て在職中退職後のあらゆる生計費K配分充当するととであるが，複雑ま現代経済社会の中でと

れを有効K行まうととは必ずしも容易ではまし企業の援助Kよる福祉制度が程度の差とそあ

れ殆ど不可欠K左っているo

ω まず順不同K在るが，企業内福祉制度を網羅的K挙げてみようo

退職手当金制度，企業年金制度(適格年金，調整年金を含む)

社内預金制度

いわゆる第一財形，第二財形

刺潤分配制度

住宅(融資)制度

共済互助制度{団体保険，各種慶弔被災見舞等を含む)

まな，企業内制度ではまいが，勤労者の福祉K火かせ左い公的制度として，厚生年金保険，

雇用保険，健康保険，労災保険左どがあるととは周知のと争 bである。

(2) までに福祉制度の根幹は所得制度であ!?これは在職中VLj;，"ける月例賃金，期末賞与K対

して退職時台よび以後Kついては退職一時金b よび退職年金がある。即ち，

毎月 : 月例賃金

毎 6月 : 期末賞与
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退職時 : 退職一時金(退職手当金制度)

退職後 : 退職年金(企業年金制度)

とれを生計費との対応でみれば，前二者が在職中の経常的臨時的費用K対応し，退職年金

は当然退職後の経常的生計費K対応している。退職一時金は一部は在職中の債務返済K充て

られ，残 bは退職後の経常的臨時的費用K充当すべ〈留保されるO ζれらの中で，第二財形

は毎7年どと VC. 即ち期末賞与よりは期間が長く，一般Kは退職一時金よ bはよ b屡々給付

されるものとしてa ライフサイクノレの各段階K大まかK出現する臨時的費用，たとえば，自

身長よび子女の結婚なよび子女の教育等の費用K対応、しているo

(3) 次K貯蓄制度(住宅長よび結婚，教育，耐久消費材等左らびK不時の臨時的出費充当が主

左目的であろうo )の中でみると，

社内預金制度(一般，住積)

第一財形{一般，住積)

が，勤労者の賃金，賞与から天引等Kよって形成され， とれK企業側の刺子補給金あるいは

元本奨励金が付加されて助成されるのK対し，第二財形は，税法上の有刺さを生かすぺくと

れらの補給金等K肩代わbして設けられる場合または更K企業利益の一定割合を積立てる一

種の刺潤分配制度として設けられるととがあろうo

(4) 住宅制度の中でみると，

住宅手当

住積口{第一)財形

住宅融資制度

が住宅資金の源資形成長よび融資の施策であるが，第二財形は，給付金をそれ自体を源資と

し，また第一財形への預入Kよb融資枠の拡大を通じてその機能を高めるととができるo ま

た，住宅手当を第二財形K移行せしめるととも考えられよう。

(5) 共済互助制度としては，

健康保険組合

団体保険

災害疾病(見舞)共済
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各種慶弔金制度

などがあるが，明確ま機能と制度的裏付けを有している前二者は別として，後二者は第二財

形K整理吸収するととが考えられる。
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C-1 

「損害保険はインフレK強い」という見方は俗説であ丸正しく左い。そのようま見方が従

来あったのは，損害保険の場合.ED保険期間は 1年を基本とし.@長年のあいだ火災・海上保

険中心で，比例撰補を原則とする火災保険では保険金支払の面でインフレの影響を受けるとと

が少左かったととs の物価上昇の中で保険価額が上昇し，特Kインフレが経済の高成長を伴っ

ていた時期K恥いては収入保険料の増収が顕著であったとと.eインフレKよb保有資産の含

み益{時価評価額と帳簿価額との差)が増大するとと等の要因Kもとづく錯覚左いし誤解と考

えられるo

実際Kは，損保経営もまたインフレKよb次のよう左悪影響を受けるのであ丸とれらの要

因は従来から存在したものであるが，近年，損害保険の種目別収入保険料構成が変化して自動

車保険等のウエイトが高ま丸経済の基調も変化したため，急激K顕在化して損保経営上大き

左問題と左る Kいたヲた。

① 保険期 間 1年以内の契約Kついても，インフレの進行K伴い保険価額または必要付保額K

対する保険金額の比率が低下して保険保設のうえで問題を生ずるが，さらに近年導入された

長期保険契約(特K保険期間 5年以上で貯蓄性のもの)~関しては保険給付(保険金，満期

払戻金)の実質価値が低下し，保険K対する社会的評価の低下につ左がるとと。

② 自動車の車両・対物賠償保険Kなける修理費，対人賠償保険~~.，ける医療費はインフレの

影響を最も強〈反映するため，保険収支の悪化を招くとと。また，賠償保険~~.，いてはその

時々の一般社会の賠償水準を前提として保険料率が定められているためa 上記事?よびその他

の要素Kよる賠償水準の上昇K対応して保険料率を修正して行かまければ左ら左いが， との

修正が常K後追いとまるととo

③ 自動車対人賠償保険左ど 1契約年度の支払が数年の長期Kわたる保険種目 K争いては，

既発生未払損害K対する支払備金要積立額九インフレのもとで支払が長びけば長びくほど

増大し，保険収支悪化の大き左要因と左るとと o

@) インフレの影響を端的K受けるのは一般に実損填補の保険であるが，火災保険K沿いても

f価額協定保険J左ど実損填補の要素を導入した商品が拡大しているため，今後はインフレ

の動向が保険金支払の面Kよb多く反映すると考えられるととo

⑤ インフレのもと K沿いては物価・賃金水準の全般的左上昇Kよb事業費支出が増大し，

収入保険料の伸びがとれを上回ら左い場合は事業費率が上昇して，との面からも保険収支が

悪化するとと。
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@ 財産利用方法Kっき厳格左規制を受ける損保企業としては，イ y フレK対して抵抗力のあ

る資産運用を行左うK も限度があ丸資産の実質価値の低下を避けられないことo ましてイ

ンフレ刺得を積極的に追求する資産運用は許きれないことo

とのようまインフレの影響と問題点K対処するととは，損保企業としてもきわめて困難であ

ん具体的左方策はインフレの態様Kよって異左るが，アクテュアリアノレ左観点から重要念事

項は次の諸点である。

①保険事業の公共性Kかんがみ，まず物価上昇K対応した保険金額の引上げK努め，保険保

議の完全化を図るととが必要であるo

② インフレKよる損害率の悪化K対しては，損害統計の分析を綿密K行左い，保険料率の検

証bよび改訂K際し各種要素の動向を的確に予測してそれを料率K反映するとともI'L，その

改訂を適時K実現するととが保険経営上必須の要件である。

③ 事業費率K関しても料率構成上の付加率の適否を検証する一方，付加保険料の許容枠を基

準として事業費の抑制と合理化K努めるととが必要であるo

④ 損害統計の分析やトレンドの把握を厳格K行まい， とれを基礎Kして支払備金，特I'LIB

NR備金(既発生未報告損害対応分)の積立K万全を期するととが，保院経営の安定を図b

健全性を維持するうえで重要であるo

⑤ 資産運用の面I'Lj;-，.いては，社会公共性と支払能力確保の必要K もとづく一定の制約のまか

で可能左かぎb対応、K努め，特K長期保険資産Kついては長期I'Lj;-，.ける物価上昇の影響の大

きさと貯蓄性保険K台ける契約者の利益K配慮した対策を講ずるととが重要と思われるo

C-2 

損害保険料を算出する場合の基本原則としては，まず純保険料を求め， とれK対し一定の割

合で付加保険料を賦課するととが一般に行左われているo すまわち，純保険料をp，営業保険

料を p~ 付加保険料を構成する事業費辛子よび営業刺益・異常危険対応分を営業保険料K対しそ

れぞれ ej;-，.よび gの定率とすれば，現行方式(原則)は次の算式K よって示されるo

p' = p十 P'( e + g ) 

とれを変形すれば， p' {Jー (e+g ) J =p， 
P 

p'= 
1ー (e + g ) 

との算式から明らかまように現行方式では原則として純保険料の大小K比例して付加保険料

が賦課されるとととまるo もっとも，実際Kは必ずしもすべてー率でなく，たとえば火災保険
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地区率の場合，高純率地域Kついては付加率は相対的K低くなっているようであるが，保険金

額の大小は付加保険料の大小にそのまま反映するo このことは，合理性と公平性，さら K実用

性等の見地から次のよう K考えられるo

(1) 合理性なよび公平性から見た問題点

付加保険料のー率賦課方式は，合理性会よび公平性の見地から次の問題点が指摘され，定

額経費要素の導入あるいは高額契約割引制度導入への論拠と在っているo

①営業保険料構成要素としての純保険料と付加保険料，営業保険料率構成要素としての純

率と付加率は，本来それぞれ独立の要因Kよって変化するものであ丸相互K左んら本

質的左関連が左い。

②保険契 約K関連して発生し，支出される事業費は，必ずしもそのすべてが保険料の大小

K比例せず，その中Kは保険契約 1件あた bほぼ定額の経費が含まれている。したがって

保険契約K対する経費の合理的左賦課，あるいは保険契約者聞になける経費の公平左負担

の面から見れば，とのよう左経費の実態を料率区分どとK分析・把握して，ー率賦課部分

と定額賦課部分Kわけ，定額賦課の要素を導入するととが必要と左るo とのととを前述の

算式で示せば』事業費。p'を保険契約 1件あたb定額部分Efと営業保険料K対し定率部

分veP'VLわけるとき，

p' = P+ Ef + p' (ve十g)

，----p+E _f~_ b-I--hnw.>" I-l-p'二三~_I__ _ I _¥  I-.E.L 
とれを変形すれば P'=iー(ve+g) ・付加率はヤt"'-={v e+g)+サ

ほんとのうち，芋は営業保険料の小さい契約ほど高<，大きい契約ほど低〈在る部

分であ.b. とれK基づ〈保険金額区分別付加率差別，あるいは「高額契約割引Jの根拠と

まるものと言えよう o

(2) 実用性から見た問題点と今後の改善の方向

しかし左がら他方K沿いて，実用性その他の見地から次のようま問題点があるo

①契約 1件あた b定額の費用が存在するととは概念的Kよく知られているととであるれ

とれを具体的に算出するととはきわめて困難であり，小額契約と高額契約とでは事務皮狸

K著しい差異があるため，一概VLr定額経費Jを定めるととは必ずしも適切でまい。本来，

付加保険料面VL:j;，-，ける差別賦課が合理性，公平性の観点から望ましいか否かは，その差別

がどれだけ実態K適合しているかKかかヲているのであ.b，そのための検証自体きわめて
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大規模ま調査を必要とするとと，言いかえれば「公平左差別のためのコストJがきわめて

大きいととは，実用性の面から大きま障害とまる。

②保険料の大小等Kよb同一保険種目・物件の契約聞に付加率の差を設けるととは，料率

表の作成・使用をはじめあらゆる事務面を複雑Kし，同一種目・物件の予定損害率を多様

化ナるため料率検証をも複雑化する。

③ 元受契約Kついて付加保険料K定額要素を導入しでも，超過額再保険または比例再保険

の方式Kよbとれを出再する場合，特K外国再保険の場合VC:;]:，--いては，長年の国際的慣行

として動かしがたい定率の再保険手数料との対応関係K問題を生ずるととと左る。

④ 付加保険料賦課方式への定額部分の導入は，小額契約の付加率と営業保険料を引き上げ，

高額契約の付加率と営業保険料をヲ!き下げるものであるから，結果として見れば「高額契

家主者への害関|分を小額契約者が負担するj とととなん相互扶助的ま保険の社会性，あるい

は保険の普及という観点から保険料政策上の問題ともまる。

⑤ まかでも高額契約への割引Kついては，付加保険料面のみを切b離してその合理性，公

平性を論ずるととが適切か否かK疑問がある。高額契約は大数の法則が十分K働ぐほど多

数存在せず， しかもその多くは危険の集積を伴っているため，そのよう左高額契約Kつい

ては，損害率面の不安定性から見ればむしろ純保険料の割増賦課が必要とも言えるのであ

九付加保険料面のみを考慮して特Kとれを優遇するととは必ずしも当を得左い。

したがって，付加保険料のー率賦課が不合理かつ不公平であ9.契約どとの定額部分導入

等を考慮すべきととは理論的K明白である反面，実用性を中心とする現実的左視点からは種

々の問題点があるため，わが国損害保険事業の現状VC:;]:，--いては，事業費実態の分析・把握と

付加保険料の種目・物件男ル要素別体系の明確化といった基礎条件を今後整備する左かで，

付加保険料定率賦課方式の部分的修正を検討するととが望ましいと考えられる。

C-3 

f消費者保護Jは通常行政上の概念として用いられている久消費者利益の確保・増進を図

る意味Kないて，それ治2保険経営の責務であるととは言うまでも左い。損害保険医沿いて，本

来消費者保護がいかKあるべきかKついては，何よ bもまず消費者との対話K努め，その声K

謙虚K耳を傾け左がらも，個々の要求KいたずらK迎合するのでまし総体としての消費者の

真の利益がどとKあるかを，次の基本的左視点K立って考えるととが重要であるo
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(1) 支払能力の確保

損害保険事業の本質から見て，保険契約上の責任を完全K遂行するととは消費者保護の必

須の前提と在る。とのため，いか在る事態K直面しても保険金支払K支障をきたすととの左

いよう，企業の支払能力の確保特K責任準備金争よび支払備金り十分左積立を図るととが

最も重要であると言えるo したがって，業界内の過当競争，料率のダンピング，不健全経営

等Kよb会社の経営内容が悪化し， さらKは倒産といった事態を招来するととは，消費者保

護のうえで重大左問題と左ろう o

。)消費者刺益確保・増進のための諸施策

損保経営VCi>"いて，消費者利益確課・増進のための諸施策と留意点Kは次の各面があるo

①料率の適正・公平

保険料は保険商品の価格であ丸商品ととれK伴うサービスの内容が一定とすれば，消

費者(契約者 )VCとって保隣ヰあるいは保険金額単位あた bの価格である料率はできるか

ぎb低廉であるととか望ましい。しかし，料率はただ安ければよいというものでは左心

①商品の内容(担保危険の範囲と担保条件)が十分であるとと. (訟保険経営の健全性を阻

害しまいとと，③一部の圧力の強い契約者または契約者グループK対し安い料率で提供す

るという不公正が行左われ左いととが必要とされるo 営業保険料のうち付加保険料部分は

経営の効率K関連しているため，経営効率の改善K よb付加率低減を通じて保険料の低廉

化を図るととが消費者利益の増進Kつまがるととは言うまでも左い。

② 消費者の必要とする商品の提供

損保企業として社会的左ニーズK合致い消費者が真K必要とする商品を体系的K整備

し提供するととが重要であるo 商品は，ただニーズがあ b売れさえすれば，保険の原理・

原則を無視してどのようまものをつくってもよいというものでは左しまた多様であるほ

どよいものでもまい。いたずらK少量多品種化するととはコスト増要因とまるうえ，商品

の選択面でもかえって消費者の不利益と在るとと K注意し左ければまら左い。合理的，体

系的左商品の整備が必要とされるゆえんであるo

③ 消費者の利益K合致する営業活動

保険企業の営勲舌動は，保険の普及と保険保護の完全化を図るととが基本で左けれは左

ら左い。とのため，消費者との接点K立つ募集機関は十分左保険の知識とコンサノレタント

能力が必要とされ，保険会社の責任VCi>"いてその育成・指導・増強を行左うととが保険の

-115-



正しい普及と消費者の利益Kつ左がると言えよう。

④ 損害調査・支払面の適切・親切左運営

損害調査・支払を適切，迅速かつ親切K行まうととは，損保企業として消費者(契約者，

被保険者のほか第三者賠償責任保険の被害者を含む)の利益を確保・増進するうえK台い

て何よ bも重要であ JJ.損保企業のサービス活動の基本的ま部分であるo 消費者からの苦

情やトラブルが最も多いのもとの面であるが，保険金の支払も消費者の要求ど辛子JJVL支払

うととが必ずしも消費者共通の利益では左い。力の強い消費者K多〈支払うので左<.保

険金支払は適切・公正で左ければまらず，支払K関する不満・苦情が消費者との理解の不

一致陀基づ〈場合も多いととから見て，十分まっと〈をえて適正左支払を行まうととが必

要であるo

⑤ 消費者K知らせる努力

コンシ品ーマリズムの諸要求Kは消費者側Kも問題があ JJ.とれVL:j:，"もねるべきで左い

ととはもちろん，保険企業としては消費者Kとって何が真の利益と左るかを積極的K知ら

せ.'啓蒙しまければ左ら左い。そのためKは，消費者大衆と接触する募集機関への教育，

マスコミ媒体の利用，学校教育(教課内容)への反映まど各面を通じて正しい失識の普及

浸透を図るととが必要であるお決して一方的左宣伝で左<.消費者の意見を吸収し，と

b入れるべきものをと b入れたうえ，円滑走コミ a ニクーションの中で正しい理解を深め

ることが基本でなければまらまいと考えられる。
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